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〔 公 印 省 略 〕  

職場における化学物質等の管理のあり方に関する検討会報告書の周知について 

平素は本会の活動に対しまして、格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

 さて、厚生労働省科学物質対策課長より、別添のとおり「職場における化学物質等

の管理のあり方に関する検討会報告書」の周知依頼がありました。 

本報告書では、化学物質管理について、国によるリスク評価で有害性の高い物質に

法令で具体的な措置義務を果たしていた従来の規制から、措置義務対象物質を大幅に

拡大したうえで、ばく露防止対策は有害性情報によるリスクアセスメントにより取扱

者が自ら選択するという「自律的な管理を基軸とする規制」への移行に向けた法律改

正を行うべきとしています。 

つきましては、貴協会会員企業の皆様に周知くださいますとともに、独立行政法人

労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所化学物質情報管理センターのホームペー

ジに関連資料が掲載される予定ですので、ご活用くださいますよう併せてお願い申し

上げます。 

【独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所化学物質情報管理センターのホ

ームページ】 

https://www.jniosh.johas.go.jp/groups/ghs/arikataken_report.html

以上 

（担当：労働部 又木） 
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 日頃は厚生労働行政の推進にご理解御協力頂き誠にありがとうございます。 

本年７月に職場における化学物質等の管理のあり方に関する検討会の報告書

がとりまとまり、公表いたしました。同報告書では、職場における化学物質等の

管理のあり方を大きく見直すことが提言されておりますので、今後の制度改正

に先だって、報告書に記載された内容について広く関係者に知って頂きたく、貴

団体関係者への周知につき、御協力方よろしくお願いいたします。 

なお、今般、独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所化学物

質情報管理センターのホームページに関連資料を掲載することと致しました。

今後、報告書の内容の紹介動画など、内容を充実していく予定ですので、ご活用

下さい。 

 

 

＜参考＞ 

「職場における化学物質等の管理のあり方に関する検討会」の報告書を公表し

ます（2021 年 7 月 19 日 厚生労働省報道発表資料） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_19931.html 

 

独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所化学物質情報管理セ

ンターのホームページ 

https://www.jniosh.johas.go.jp/groups/ghs/arikataken_report.html 

 


